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          令和元年度活動報告書の刊行によせて 
 
本報告書は，男女共同参画推進の動向を踏まえて、平成 19 年 3 月に設置された北海道教

育大学男女共同推進会議が、ワーキンググループの段階から刊行を重ね、ここに男女共同参

画推進会議委員の執筆により第 14冊目として令和元年度の活動報告書として刊行するもの

です。本報告書は、令和元年度のハラスメント防止や大学講義カリキュラムの内容等も含め

広く本学の男女共同参画の現状についてまとめたものです。 
本学では、教員養成大学として男女共同参画社会実現のため社会的責任を担うために、こ

の男女共同参画会議を設置し、第３期中期目標期間（平成 28~33 年度）においては，男女

共同参画に関する経費助成を行うとともに，効果的な経費助成の在り方を検討し、女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律に基づく取組を実施することを目標とし、具体的

には、女性役員の割合を 14.3％以上，管理職に占める女性の割合についても 14.0％以上を

確保するとともに，教員に占める女性の割合を 20％以上確保することをめざしています。  
本学では、これまでも女性教員の採用増をめざして、インセンティブを設け、新任女性教

員に研究費を支援したり、各キャンパスに女性教員採用促進経費の配分等を行ってまいり

ました。さらに本年度は、育児・介護に着目し、男女協働参画推進会議として、「育児・介

護休業制度等パンフレット」を作成し、休業制度の普及啓発をめざしました。また、近年認

可型保育所の入所が難しい状況を受け、内閣府認定の企業主導型保育事業の保育所（企業枠）

との契約を行い、職員の育児と仕事の両立支援を推進しております。 
 コロナ禍の状況が続く中でわたしたちの生活は大きく変わりました。内閣府が 2020 年行

った「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」に

よれば、完全失業者数は、男女とも 2020 年４月に大幅に増加しました。雇用形態別では、

女性の非正規労働者は男性に比べ現増幅が大きく、また、失業者についてみると女性の完全

失業者は 2015 年以降で最多であり、男女が平等に雇用されていない現状が明らかになりま

した。また、ＤＶ相談件数は 2020 年５・６月の相談件数は、前年同月の１．６倍など、経

済面だけでなく、精神面でもダメージをうけていることもわかります。私たち国立大学法人

も様々な対応をせまられ、会議や授業、学生との関係などパラダイムの転換に迫られていま

す。このことは、男女共同参画の活動についても大きな変革が必要であることを示唆してい

ると考えられます。 
今後は、これらのことを鑑み、本学もさらに広く男女共同参画の活動を推進する取り組み

を進めていきたいと思います。今後とも，男女共同参画推進会議の活動にご理解とご支援を

いただきますようお願い申し上げます。 
 
 

北海道教育大学男女共同参画推進会議 
令和３年３月 
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１．教職員の現状：令和元年度について 

 

１）大学教員の男女比率 

 一般社団法人国立大学協会（以下，国大協）では，平成 23年 2月に「国立大学における

男女共同参画推進について－アクションプラン－」を策定し，「2015 年までに国立大学の

女性教員比率を 17％以上」との目標を設定した。また，平成 27 年までの達成状況を踏ま

え，平成 28 年 1 月に「国立大学における男女共同参画推進について－アクションプラン

（2016年度～2020年度）－」1を取りまとめた。 

 本学では，平成 18 年に北海道教育大学として初めて男女共同参画のためのワーキング

グループが作られた。同年、本学の教員全体に占める女性教員の割合に関する統計も開始

され，当時は 13.9％と低い数値であった。その後、平成 28年度には 18.8％まで上昇する

も，令和元年度の女性教員の割合は全体の 18.0％となっている（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の表Ⅰ−１は，本学における令和元年度の大学教員の男女比を示したものである。教

員養成課程（札幌，旭川，釧路キャンパス）では，昨年度と変わらず 17.0％となった。一

方，学科(函館，岩見沢キャンパス)でも，昨年度から 0.5％上昇し，19.8％となり，全体と

                                                      
1 ここでは，2020年までの目標値（より高い女性教員比率の達成を目指す目標値，および職階ごとに達成す

べき女性が占める割合の目標値）が設定された。詳細については以下を参照されたい。 

 一般社団法人国立大学協会「国立大学における男女共同参画について」 http://www.janu.jp/gender/ 

 （2019年 9月 17日アクセス） 

表Ⅰ－１ 平成元年度 北海道教育大学 大学教員の男女比（令和２(2020)年３月１日現在） 

  全体 札幌 旭川 釧路 
教員養成 

小計 
函館 

岩見

沢 

学科 

小計 

男性教員数 305 75 72 53 200 63 42 105 

女性教員数 67 21 10 10 41 13 13 26 

女性教員比率(%) 18.0 21.9 12.2 15.9 17.0 17.1 23.6 19.8 

（参考） 

H30年度女性教員比率(%) 
17.9 21.2  11.1  18.0  17.0  16.5 23.7  19.3 

図１　全教員に占める女性の割合
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して 0.1％の微増で，18.0％であった。 

 国大協の男女共同参画小委員会がまとめた「国立大学における男女共同参画推進の実施

に関する第 15回追跡調査報告書」（平成 31年 1月）によると，全国の国立大学の女性教員

比率は 16.7％（助手を除く）であり,本学はそれを上回っている。しかし，専攻分野の分

類別でみると，教育学部の女性教員比率は 23.6％であることや，教育系大学の女性教員比

率は 20～30％の区分が最も多いことから，本学は教育系大学の中では下位にあるといえよ

う。前述したアクションプラン（2016年度～2020年度）で示された方針に従えば，本学の

女性教員比率の目標値は 20％となる。2020年度までの達成のためには,とりわけ女性教員

比率が 20％を割っている旭川校,釧路校,函館校についてワーキング・グループを立ち上げ

るなどし,早急に改善策や計画の作成と実行が求められる。 

次に，附属学校教員における女性教員の割合については，平成 30年度との比較から，釧

路を除いて全体的に減少していることがわかる（表Ⅰー２）。附属学校全体の割合としては

平成 30 年度の 37.8％から 0.8％下がり，令和元年度は 37.0％であった。各キャンパス間

で差異もあり，また，校種によって女性教員比率の傾向があるが，今後は女性教員比率を

増加させる努力が求められる。 

 

表Ⅰ－２ 北海道教育大学 附属学校教員の男女比（令和２年３月１日現在） 

 附属学校教員 全体 札幌 旭川 釧路 函館 

男性教員数 121 33 24 24 40 

女性教員数 71 12 16 12 31 

女性教員比率(%) 37.0 26.7 40.0 33.3 43.7 

(参考) 

H30年度女性教員比率(%) 
37.8  28.9  41.0  33.3  44.1  

 

２）教員採用における男女比率 

表Ⅰ－３に，令和元年度の教員採用人事における男女別状況を示す。 

表Ⅰ－３ 令和元度教員採用調査 

 
総数 男性 女性 性別 採用年度

ア 13 10 3 女 H31
イ 12 10 2 男 H31
ウ 8 8 0 男 H31
エ 11 9 2 男 H31
オ 6 5 1 男 H31
カ 3 2 1 男 H31
キ 7 7 0 男 H31
ク 4 2 2 女 H31
ケ 4 3 1 男 H31
コ 6 4 2 男 H31
サ 13 13 0 男 H31
シ 9 8 1 男 H31
ス 7 7 0 男 H31
セ 7 7 0 男 H31
ソ 3 3 0 男 H31
タ 12 9 3 男 H31
チ 13 9 4 男 H31
計 138 116 22 女性比率

％ 100.0% 84.1% 15.9% 11.8%

応募者 採用者
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採用者全体における女性比率は、11.8％であった 2。全人事案件 17 件の内訳をみると，

応募者のうち女性の応募が 0人の案件が 6件あり、応募者の女性比率が 2割を下回った案

件が 10件あり、応募者・採用者ともに女性比率が依然少ない状況にある。本学が目標とす

る女性教員比率を達成するためにも、現在施行している女性活躍推進法に基づく行動計画

に変わる新たな取り組みを検討していくだけでなく、育児・介護等に配慮した環境整備を

行い外部にも発信する等の必要があるだろう。 

 

３）管理職及び各種委員会における委員長・副委員長の男女比率 

 表Ⅰ－４に，令和元年度における全学およびキャンパス毎の各種委員会の数と，その中

で女性が委員長・副委員長を勤める数を示した。各種委員会および委員長の性別は，各キ

ャンパスの各種委員会委員等一覧に記載されたものから算出した。 

 

 表注）各委員会には一般に正副委員長が 1名ずつ，計 2 名いるため，正副委員長の総数は委員会

数の２倍となる。女性比率は，(委員長数＋副委員長数)*100／委員会数×2として計算した。 

 

令和元年度の各種委員会における委員長・副委員長の女性比率は，本学全体では 7．3％

であり，昨年度の 9.3％から 2％減少した。 

 本学にある 96 の委員会の中で，女性教員が委員長を務める委員会は 7 委員会であり，

副委員長を務める委員会は 7委員会であった。キャンパスごとの内訳を見ると，女性委員

長数は函館が 3，旭川は 2，釧路・岩見沢は 1，札幌は 0であった。女性副委員長数は函館

が 3，札幌は 2，釧路・岩見沢は 1，旭川は 0であった。キャンパスごとの正副委員長の女

性比率を見ると，函館が 13％，釧路は 8.3％，岩見沢は 6.7％，札幌は 5.3％，旭川は 3.7％

と 4つのキャンパスで１割を下回った。 

 委員長は教授職であるため，本学の教授職の男女比率をみてみると，平成 26年度以降，

わずかではあるが増加し続けている（表Ⅰ－５）。 

しかし，女性教授職数は，依然として全学の教授職数の１割程度のままである。この状

況を考慮したとしても，各種委員会の正副委員長の女性比率は，教授職の女性比率と比べ

て低い結果となっている。近年は教員数が減少するなかで 1人あたりの委員会業務量が増

加して大きな負担となっている声もあり、大学全体として教育・研究時間の優先的な確保

                                                      
2 過去 3年間（平成 28年度以降）の採用者全体における女性比率の推移は 16.7％（H28），11.1％(H29)，

23.1%(H30)となっている。同様に，過去 3年間（平成 28年度以降）の応募者全体における女性比率の推移

は， 12.2％（H28），18.7％(H29)，28.1%(H30)となっている。 

表Ⅰ－４ 北海道教育大学 令和元年度 各種委員会の正副委員長の男女別人数 

  全体 札幌 旭川 釧路 
教員養

成小計 
函館 岩見沢 

学科 

小計 

委員会数 96 19 27 12 58 23 15 38 

女性委員長数 7 0 2 1 3 3 1 4 

女性副委員長数 7 2 0 1 3 3 1 4 

女性比率表注） 7.3% 5.3% 3.7% 8.3% 5.2% 13.0% 6.7% 10.56% 

H30年度  

教員全体の女性教員比率 
9.3% 0% 7.4% 19.6% 9.4% 9.1% 9.4% 9.2% 
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に向けた検討も必要であろう。 

各種委員会の正副委員長の女性人数については，女性比率が教授職の男女比率と同じと

なるよう，選考の際には目標人数を設定することなどが求められる。 

 

表Ⅰ－５ 北海道教育大学 大学教員における教授職の男女比 

（平成 26年度～令和 1年度） 

  H26 H27 H28 H29 H30 R1 

全学の教授職数 207 197 195 205 181 190 

上記のうち男性の人数 181 171 168 176 155 162 

上記のうち女性の人数 26 26 27 29 26 28 

女性比率 12.6% 13.2% 13.8% 14.1% 14.4％ 14.7％ 

 

次に，本学の役員 3および管理職 4を見ていく。本学の学長を含む役員は 7 名であるが，

そのうち 7名全員が男性である。管理職の人数は，教員と事務を合わせて 43名であるが，

そのうち 38名が男性であり，女性は 5名のみである。女性 5名の内訳は，教員が 3名（附

属学校園長），事務系職員が 2名（課長・室長）である。女性管理職が活躍できるような体

制を整えることが大いに望まれる。 

副課長職（副室長，副事務長含む）では，女性比率の数値だけを見れば 17.6％へと増加

しているが，実際の人数は平成 26 年度からはわずか 1 名の増員に留まっている（表Ⅰ－

６）。また，総括係長職の女性比率は，平成 30年度の 25.0％から 28.6％へ増加したが，人

数に増減はなかった（表Ⅰー７）。一方，係長職については，平成 30年度まで女性比率は

増加傾向にあったが，令和元年度は男性数の増加と女性数の減少に伴い、女性比率は 2％

減となった（表Ⅰ－８）。 

 

 表Ⅰ－６ 事務系職員における副課長職（副室長，副事務長含む）の男女比 

（平成 26年度～令和 1年度） 

 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

事務系職員における副課長職数

（副室長，副事務長含む） 
18 22 18 21 18 17 

上記のうち男性の人数 16 20 16 19 16 14 

上記のうち女性の人数 2 2 2 2 2 3 

女性比率 11.1% 9.1% 11.1% 10.5% 11.1％ 17.6% 

 

 

 

 

 

 

                                                      
3 役員とは，学長 1名，監事 2名，理事 4名を指す。 
4 管理職とは，教員については副学長（特命担当）2名，キャンパス長（各校）5名，教職大学院長 1名， 

学校臨床心理専攻長 1名，附属学校長 11名，計 20名を指す。事務系職員については，部長 3名，課（室）

長 15名，事務長 5名，計 23名を指す。 
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 表Ⅰ－７ 事務系職員における総括係長職の男女比（平成 26 年度～令和 1年度） 

  H26 H27 H28 H29 H30 R1 

事務系職員における総括係長職数 10 8 11 9 8 7 

上記のうち男性の人数  8 5 9 7 6 5 

上記のうち女性の人数 2 3 2 2 2 2 

女性比率 20.0% 37.5% 18.1% 22.2% 25.0％ 28.6％ 

 

 表Ⅰ－８ 事務系職員における係長職の男女比（平成 26 年度～令和 1年度） 

  H26 H27 H28 H29 H30 R1 

事務系職員における係長職数 67 69 67 67 64 65 

上記のうち男性の人数 52 54 52 51 47 49 

上記のうち女性の人数 15 15 15 16 17 16 

女性比率 22.4% 21.7% 22.4% 23.8% 26.6％ 24.6% 

 

４）事務系職員採用における男女比率 

 表Ⅰ－９に，平成 22 年度から令和元年度までの事務系職員採用における男女別状況を

示す。年度によって全体採用数が変化する中で男女比にも多少の差が見られるが，過去 10

年間の採用者の男女比率を見ると，男性が 40．8％，女性が 59．2％であり，女性職員の割

合が高い。 

 

 表Ⅰ－９ 男女別事務系採用者数 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 計 （%） 

男性 3 4 6 4 0 1 2 3 5 1 29 （40.8） 

女性 3 6 3 7 3 5 3 1 5 6 42 （59.2） 

計 6 10 8 11 3 6 5 4 10 7 71 (100.0) 

 

 続いて，事務系在職者数の男女比率を以下の表Ⅰ－10 に示す。事務系職員には正職員の

他，非常勤職員も含まれる。正職員，非常勤職員を合わせた全体の男女比率には，大差が

ないように見える。ところが，正職員の男性の比率は 84.5％であるのに対し，正職員の女

性の比率は 43.2％と低い数値である。このような状況をどのように改善していくか，正職

員でない職員の待遇等とも合わせて，今後も継続的に対応等を検討していく必要があろう。 

 

表Ⅰ－10 男女別事務系在職者数（令和２年３月１日現在） 

  正職員 非常勤職員 全体 全体の男女比率 

男性の人数 147 27 174 48.7 

(男性全体に対する％) 84.5 15.5     

女性の人数 79 104 183 51.3 

(女性全体に対する％) 43.2 56.8     
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２．カリキュラムの現状 

 

１）教養科目「倫理・人権」について 

 本学では，第二期中期計画番号17で，「教育大学生としての倫理観，遵法精神，人権侵

害及び薬物使用の防止等に関する教育・広報活動を徹底する。」と掲げ，平成23年度よ

り，全学共通で１年次を対象とした必修の教養科目として「倫理・人権」が開設されてい

る。また，平成28年度策定の第三期中期計画番号12でも，「法令遵守やハラスメント防止

について，学生に十分に理解させる」ことを掲げており，倫理人権教育について引き続き

取り組んでいる。その「授業内容」「授業の目標」「到達目標」は以下の通りである（本学

シラバスより引用）。 

「授業内容」 

 教育または地域社会や文化・スポーツに貢献することを目指す北海道教育大学の学

生にとって倫理・人権の理解が不可欠であることの自覚を高めるとともに，大学教育

の初年次に習得すべき倫理・人権の基本的内容について学び，学生生活の全体を通じ

て，倫理・人権にかかわる諸課題への視野を広げるための基礎を築く。 

「授業の目標」 

 自らの思考や行動の指針となる実践的な力を養うために，倫理・人権及びコンプラ

イアンス（法令順守）の基本を学ぶとともに，将来学校教員として，また地域社会あ

るいは文化・スポーツ活動の積極的担い手として，これらの価値を教育・伝達してい

く際の基礎的内容を習得する。差別や人権抑圧があることを知り，その被害者や加害

者にならないために必要な知識を得る。 

「到達目標」 

 倫理・人権及びコンプライアンスの基本を知る。 

 倫理・人権及びコンプライアンスの基本を積極的に身につけようとする。 

（・「なぜ人権を学ばなくてはいけないか」が理解できている。 

 ・社会の中にある差別や偏見，抑圧が理解できている。 

 ・「なぜ倫理を学ばなくてはいけないか」が理解できている。 

 ・ジェンダーをめぐるさまざまな問題が理解できている。）  

 

２）教養科目「倫理・人権」に対する札幌校でのアンケート調査の分析から 

 本報告書では令和元年度に札幌校で独自に行われた調査から成果及び課題を整理した

い。札幌校ではカリキュラム委員会の中に小委員会を置き，「倫理・人権」科目の最終時

にアンケート調査を行っている。令和元年度のアンケートでは各回の理解度、各回の内容

への興味・関心、授業を通した考えの深まりなどについてアンケートを実施した。 

 

（１）各回の理解度 

【質問事項】下記１～１１に上げた事柄について、あなたはどの程度理解していますか。 

１：なぜ倫理・人権を学ぶのか ２：障害児者の権利 ３：人権侵害が起こりやすい場所 

４：インターネットを利用する際のルール ５：憲法の三原則 ６：差別・偏見・抑圧の実態 

７：性の尊厳と人権の尊重 ８：ジェンダーとセクシャリティ ９：男女共同参画社会に求められ

ること １０：倫理を学ぶ意味 １１：功利主義的動物解放論とそれへの批判 
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 ここではアンケート結果のうち，ジェンダーに関わる物を中心に抜粋して整理を行う。

６～９について、平均の理解度と比べてどのような傾向にあるかを分析する。まず、全11

項目の平均の理解度としては「理解している」35.1％、「どちらかといえば理解してい

る」48.9％、「どちらかといえば理解していない」13.5％、「理解していない」2.5％であ

る。それに対し、６～９項目の平均の理解度は「理解している」37.5％、「どちらかとい

えば理解している」49.5％「どちらかといえば理解していない」10.7％、「理解していな

い」2.16％となっており、全項目の理解度より、「理解している」または「どちらかとい

えば理解している」と答えた割合が高くなっている。特に「７：性の尊厳と人権の尊重」

については「理解している」または「どちらかといえば理解している」と回答した割合が

93.8％と高い割合だった。 

 

（２）各回の内容への興味・関心 

【質問項目】どの講義内容に興味を持ちましたか（複数回答・理由記述） 

１．なぜ人権を学ばねばならないのか：７２名（26.1％） 

２．障害と人権：９８名（35.5％） 

３．インターネットと倫理・人権：９３名（33.7％） 

４．憲法から実社会の法律問題へ：３２名（11.6％） 

５．差別・偏見・抑圧を乗り越えよう：６１名（22.1％） 

６．ジェンダー・コンシャスネスを高めよう：１０７名（38.8％） 

７．＜男女共同参画社会＞の実現に向けて：８５名（30.8％） 

８．＜性の尊厳＞について考える：８６名（31.2％） 

９．倫理はどこで，どのように使われるか：４６名（16.7％） 

10．なぜ倫理を学ばなくてはいけないのか：１０２名（37.0％） 
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本項目についてもジェンダーに関する項目である６～８項目についてはいずれも30％以上

の学生が興味をもっているという結果となった。以下、興味・関心をもった理由につい

て、それぞれいくつか列挙する。 

 ６．ジェンダー・コンシャスネスを高めよう：「ジェンダーについて理解を深めたかっ

た」、「タイムリーな話題である」、「色々なセクシャリティについて学ぶことができた」な

ど、単純に知らなかったことを学べたという学生が多かったが、「「性別」の考え方の多さ

に驚いた。「性別」にとらわれない社会になると良いなと思ったから」、「ジェンダーに関

して世界的にもたくさん取り組みがあり、日本でももっと積極的に取り組んでいってほし

いため」など、学生の側のジェンダー意識も高まっていたことが見て取れた。 

 ７．＜男女共同参画社会＞の実現に向けて：「現代社会を生きる上で必要な知識だと思

った」や「身近な問題のように感じた」など、学生にとっても問題意識が高く、身近なこ

ととして感じている。さらに、「男性の育児休暇について知りたいことが沢山ある」、「平

等な社会の実現の難しさに改めて気づいた」、「女性の社会進出が進む中，育休や介護休も

平等にとれるようになっているのか？考えさせられた」など、講義を受けることによって

新たな問題意識をもった学生も多く見られた。 

 ８．＜性の尊厳＞について考える：「身近なところでデートＤＶについて考えることが

できたから」、「ＤＶの実体験は生々しく、心に刺さった」、「女性が１人や子供を連れて自

力で生活するのは大変だが，支援を行う施設があると知り関心をもった」など、多くの学

生は、以外と身近な問題にも関わらずあまり知らなかったことを知ることができて印象に

残ったようである。 

 

 

（３）学生の倫理や人権についての考えの深まり 

令和元年度 
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令和2年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「倫理・人権」を受講して，学生自身の倫理や人権の意識について，令和元年度で

“おおいに深まった”“深まった”と回答した学生は89％，令和２年度で88％であった。

これより，全体の4/5以上の学生が，倫理や人権についての考えが深まったことを自覚し

ていることがわかった。 

また，“あまり深まらない”“まったく深まらない”と回答した学生は，令和元年度

で11％，令和2年度で11％と，“おおいに深まった”“深まった”と回答した学生と比べ

ると低い割合であるものの，一定の割合いることもわかった。 

 さらに，深まった点，深まらなかった点についての記述方式の回答を見てみると，以下

のようであった。全ての回答を紹介すると膨大な量になるので，ジェンダーや男女共同参

画に関連する点を中心に代表的な回答のみ掲載する。 

 

・普段考えないようなジェンダーや差別・人権侵害についてよく考えることができた。 
  ・性、ジェンダーに関しての倫理を学ぶ意義について 
  ・たくさんの視点があることを知り、それぞれが知らない分野であったりと勉強にな

りました。貴重なお話し・講義も多く、良い経験となりました。 
・性差や障害といった差別の理由があり，その理由によって違った対応があるのだと

学んだので，先生になるうえでどうしたら人権を守ることができるのかをもっと知

らなければいけないと感じたから。 
・一番深まったのは，性差のところ。自分のいる環境もあって，今の時代女の人はそ

んなにもう差別されていないと思っていたけど，分野内での話し合いでも，実はそ

んなこともないし，まだ，差別はあるんだと思った。話し合いを通して，そのテー

マに対しての考えを深めることができた。 
  ・普段生活していては分からないような視点から考えることでジェンダーや倫理を学

ぶ意義などの点の理解が深まった。 

おおいに深

まった

深まった

あまり深まら

なかった

まったく深ま

らなかった

講義を通して倫理や人権についての

考えが深まったか
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・現在多様化している性についてや，共生・共同社会に関することを学ぶこと。 
・現在の日本社会や世界の差別の現状を知り，今後何をどう改善するべきなのかを

考えることができた点。 
・人権や性差による問題でＬＧＢＴなどの問題に対する意見が深まった。 

 
  
 

 これらの記述の内容をまとめてみると，ジェンダーについて学ぶ必要性を挙げている学

生が多くみられる。ジェンダーについての現状を理解し，また知識を蓄え，問題点を考え

ることにより，男女の当たり前の関係の見直しにつながり，社会での他者を尊重し，共存

を図ることになり，互いにとって生活が円滑に行えることにもなると考えている学生がみ

られた。また授業について、講義のほか，演習の有効性についても挙げている。講義を聴

き、ディスカッション，そしてレポートを提出するという形態で，他者の考えを受け入れ，

学習として効果があるという意見もみられた。 

 そして将来，教師になる学生が多い札幌校の学生には，正しい知識を持つことの大切さ，

またそれについて学び続けることにより，将来に活かしていこうとしる意欲のある学生が

多くいることも分かった。 

 その一方で，「授業の内容が難しすぎる」という意見も少しあり，受講生の学習能力に差

があるようである。 

以上からジェンダーについての講義は、受講生の関心が高いが，理解することが難しい

学生もいることを考慮して，更なる授業内容，授業形態の検討をしていく必要があるので

はないかと考えられる。 
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３．育児・介護と仕事の両立について 

  

本学教職員の育児休業利用者は，近年６年間をみると，平成 26年度７名,平成 27 年度・

28 年度各３名，平成 29 年度６名，平成 30 年度 10 名，令和元年度６名であった（表Ⅲ－

１）。大学教員は，平成 30年度に３名の利用があり，そのうち１名は男性教員であった。

また，附属学校教員は，平成 26年度に６名の利用があり，令和元年度は３名の利用であっ

た。今後も，本学で日々働く教職員が，積極的に育児休業制度を利用できるように，この

制度に関する情報をまとめたパンフレットを使って周知するなどの方策が必要であろう。 

また，育児短時間勤務制度１）利用者は，平成 26 年度から 28 年度各１名，平成 30 年度

２名，令和元年度１名の取得者（全て女性）がいた。また，平成 20年４月より開始された

育児時間制度２）利用者が，平成 26年度４名, 平成 27年度から 29年度各３名，平成 30 年

度２名，令和元年度３名おり（全て女性），女性事務系職員の利用者も多く，引き続き支援

体制を整えていくことが必要であり，男性の利用の可能性も探る必要があるだろう。 

さらに，育児早出遅出勤務制度の利用者が，平成 26 年度２名，令和元年度１名の利用

があった。育児休業を取得し，就業を再開しようと考えていても，実際にはかなわなかっ

た者も存在することが考えられ，就業再開の支援環境づくりも重要な課題といえよう。 

介護休業３）取得者は平成 28年度・平成 29 年度・令和元年度各 1名であった。取得者は

少ないが，高齢社会を迎え，介護休業を利用する必要性が高まることから,その支援体制に

ついても柔軟な対応が求められてくるだろう。 

また介護休業とは別に，対象家族の介護その他の世話を行う職員が,勤務しないことが

相当であると認められる場合に,一の年において 10日（対象家族が２人以上の場合にあっ

ては,20 日）の範囲内の期間で特別休暇を取得することができる。この介護特別休暇の平

成 30年度における取得者は５名（事務系職員１名，大学教員２名，附属学校教員２名）で

あった。 

介護休業と介護特別休暇以外にも，介護短時間勤務や早出遅出勤務など，介護を支援す

る制度がある。それらについても，教職員が積極的に利用できるように，広く周知する必

要があるだろう。 

 

表Ⅲ－１  育児・介護支援制度の利用者 

■ 育児休業取得者数 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

事務系職員  2  3  3  2  1  2  3  6  6  3 

大学教員  1  1 1 1           1 2   

附属学校教員    2  4  2  6  1      1  3 

合 計 0 3 0 6 1 8 0 4 0 7 0 3 0 3 0 6 1 9 0 6 

注）育児休業を開始した日の属する年度に計上
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■ 育児短時間勤務制度利用者数 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

事務系職員      2    1  1  1    2  1 

合 計 0 0 0 0 0 2 0 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 2 0 1 

注）育児短時間勤務制度の利用を開始した日の属する年度に計上 

 

■ 育児時間制度利用者数 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

事務系職員  5  6  4  4  4  3  3  3  2  3 

合 計 0 5 0 6 0 4 0 4 0 4 0 3 0 3 0 3 0 2 0 0 

注）育児時間制度の利用を開始した日の属する年度に計上 

 

■ 育児早出遅出勤務制度利用者数 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

事務系職員       1  1 1         1  

合 計 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 

注）育児早出遅出勤務制度の利用を開始した日の属する年度に計上 

 

■ 介護休業取得者数 

年度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 

事務系職員                    1 

大学教員              1 1      

合 計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 1 

注）介護休業を開始した日の属する年度に計上 

 
１）小学校就学始期に達するまでの子を養育する職員が，子の養育のために１日の勤務時間

を３時間 55分又は４時間 55分に短縮することができる制度。 

 
２）小学校就学始期に達するまでの子を養育する職員が，１日に２時間を超えない範囲内で

勤務を行わずに，子の養育をするための時間を取得することができる制度。 

 

３）２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある対象家族の介護をする職員 

が，大学に申し出ることにより休業できる制度。 
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４．広報 

 本学の男女共同参画推進会議の取り組みに関しては,本学ホームページ，本報告書を印

刷・配布して広報につとめてきた。ここでは,まずこれら従来からの広報活動についてその

現状と課題を分析し,今後の改善策についてもあわせて検討したい。また,これからの広報

のあり方についても最後に検討する。 

 

１）本学ホームページにおける学外への広報の課題について 

本学ホームページ（以下,ＨＰ）では,平成 18 年度からの男女共同参画推進会議の活動

報告書をはじめとして,各種資料を電子データとして公開している。平成 26年度にＨＰが

リニューアルされ,リニューアル後においては,トップページ「特色ある取り組み」のメニ

ューの中に「男女共同参画」のページが置かれるようになり,現在,下図のようなスタイル

となっている。 

  平成 27年度の「活動報告書」

以来,「大学内外への広報という観

点」から,ＨＰについて下記２点の

検討課題を挙げていたが，平成 27

年度から大きな変化はしておらず，

改善点もそのままである。 

 ①「本学の男女共同参画に関す

る情報へのアクセスのしやすさ」。

②「本学男女共同参画の推進は『特

色ある取り組み』か」。 

①については,Webデザインに

関することがらであるため,本学

ＨＰ全体のなかで検討すべきであ

る。そのため,本件だけを改訂する

ことは現実には難しいと考える。

ただし,「男女共同参画」のページ

に限らず,情報が機械的な区分の

もと,単純なピラミッド構造で下

位のページにぶら下げられていて,

具体的な情報がなかなか得られな

いという現状は,早急に改善されねばならない。各ページの画像やデータなども数年間更新

されてないものがあり最新のものとなってないなど,本学全体の情報発信力はきわめて低

い。本学のホームページの発進力を強化するとともにより魅力的で使いやすいＨＰをめざ

す取組の中で，①の課題についても改善することを今後も具体的に検討し，提案していき

たい。 

②については,「男女共同参画は本学に特徴的なことではなく,社会全体にとって基盤を

なす方針であり重要課題である」との認識に立っての問題提起であった。この点を踏まえ

ると、本来であれば,トップページの大学紹介に紹介されている「地球温暖化対策に関す
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る実施計画について」や「節電への取り組みについて」など社会の中での課題同様,この

ページに置かれるべきものであると考える。本学の男女共同参画推進会議の取り組みが,

社会において普遍的な取り組みであるという認識を確認した上で,真に「特色ある取り組

み」たり得ているかという観点からも,今後さらに特色ある取り組みを模索し,具体化して

いく必要がある。 

 

２）学内における広報の課題について 

本学では,学内構成員向けのグループウェアシステム（hue-IT）において,男女共同参画

推進会議の開催要項等について掲載している。教職員はここから本学における男女共同参

画への取り組みについての情報を逐次得ることができる。また,本活動報告書については,

原則としてホームページで公表し,委員には印刷したものを配布しているが,全教職員に活

動状況が周知されているとはいえず,報告書の作成とあわせて教員会議等で発言して活動

について周知していくことも必要であろう。さらに，画像やデータなどコンテンツについ

ては毎年吟味を行い,最新情報を発信することが重要である。 

なお、次年度にはライフイベント支援制度に係るパンフレットの作成が予定されている。

パンフレット作成後の周知が前段に述べた点も踏まえ、全教職員に行き届くよう努めてい

くことが重要であろう。 
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５．北海道教育大学のハラスメント防止と問題への対応（令和元年度） 

 

１）本学全構成員（大学教職員，附属学校園教職員，学生，交換留学生）に対するハラス

メント防止に関する研修会の実施 

表Ⅴ－１に示すように，令和元年度は，全キャンパスで学生を対象としたアルコール・

ハラスメント防止講習会を実施し，多くの学生が参加した。また，平成 21 年度～平成 25

年度には，全キャンパスに向けた双方向遠隔システム使用による，ハラスメント防止に関

する研修会も実施されている。 

 

 

 
実施日 対象  

参加人数 
備考 

学生 教員 事務 その他 計 

札幌主催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H24.3.8 

（23 年度） 

本学教職
員 

札  20 23 0 43  

全キャンパスに

向けた双方向遠

隔システム使用 

旭  2 6 0 8 

釧  8 5 0 13 

函  7 4 0 11 

岩  16 11 0 27 

計  53 49 0 102 

H25.3.21 

（24 年度） 

本学教職
員 

札  21 17 0 38  

全キャンパスに

向けた双方向遠

隔システム使用 

旭  7 5 0 12 

釧  0 2 0 2 

函  6 5 0 11 

岩  24 8 0 32 

計  58 37 0 95 

H25.4.26 

（25 年度） 

学生 

（１年生） 
札 257    257 

 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

 

H25.5.24 

（25 年度） 

学生（2～

４年生） 
札 134    134 

H26.3.3 

（25 年度） 

H26.3.3 

（25 年

度） 

札  7 27 0 34 全キャンパスに

向けた双方向遠

隔システム使用 

 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

旭  4 2 0 6 

釧  6 2 0 8 

函  10 9 0 19 

岩  9 3 0 12 

計  36 43 0 79 

H26.4.25 

（26 年度） 

学生 

（１年生） 
札 263    263 

 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

 

H26.5.30 

（26 年度） 

学生（2～

４年生） 
札 157    157 

表Ⅴ－１ ハラスメント防止のための研修会及び講習会等の実施（平成 22～29 年度） 
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H27.4.24 

（27 年度） 

学生 

（１年生） 
札 266    266 

 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

 

H27.5.29 

（27 年度） 

学生（2～

４年生） 
札 148    148 

H28.5.6 

(28 年度) 

学生 

（１年生） 
札 274    274 

 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

 

H28.5.27 

（28 年度） 

学生（2～

４年生） 
札 106    106 

H29.4.28 

(29 年度) 

学生 

（１年生） 
札 235    278 

 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 H29.5.26 

（29 年度） 

学生（2～

４年生） 
札 172    172 

H30.4.27 

(30 年度) 

学生 

（１年生） 
札 270    270 

 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 H30.5.25 

（30 年度） 

学生（2～

４年生） 
札 170    170 

H31.4.3 

（元年度） 

学生 

(1 年生) 
札 280    280 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H31.4.8 

（元年度） 

学生(2～

４年生 
札幌 120    120 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

旭川主催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H22.9.27

（22 年度） 
教職員 旭  19 11 1 31 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H25.6.7 

（25 年度） 

学生
（１年生） 

旭 267    267 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 H25.10.11 

（25 年度） 

学生
（ｾﾞﾐ､ｻｰｸﾙ

の代表等） 
旭 129    129 

H26.4.7 

（26 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
旭 294    294 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 H26.4.11 

（26 年度） 

学生
（ｾﾞﾐ､ｻｰｸﾙ

の代表等） 
旭 117    117 

H27.4.8 

（27 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
旭 283    283 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 H27.4.10 

（27 年度） 

学生
（ｾﾞﾐ､ｻｰｸﾙ

の代表等） 
旭 105    105 

H28.4.6 

（28 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
旭 280    280 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 H28.6.10 

（28 年度） 

学生
（ｾﾞﾐ､ｻｰｸﾙ

の代表等） 
旭 129    129 

H29.4.6 

（29 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
旭 287    287 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 
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旭川主催 

 

 

 

 

 

 

 

 

H29.6.5 

（29 年度） 

学生
（ｾﾞﾐ､ｻｰｸﾙ

の代表等） 
旭 126    126 

H30.2.16

（29 年度） 
教職員 旭  77 6 0 83 

セクシャルハラ

スメント防止講

習会 

H30.4.5 

(30 年度) 

学生 
（１年生  編

入生） 
旭 290    290 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H30.7.6

（30 年度) 

学生 

 （３年生） 
旭 270    270 

ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

R1.7.3 

（元年度） 

学生 

（3年生） 
旭 280    280 

ｾｸｼｬﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

釧路主催 H25.7.12 

（25 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
釧 150    150 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H26.5.7 

（26 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
釧 40    40 

H26.5.19 

（26 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
釧 40    40 

H27.4.7 

（27 年度） 
学生 釧 191    191 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H28.4.6 

(28 年度) 
学生 釧 184    184 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H29.4.7 

(29 年度) 
学生 釧 186    186 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H30.4.13 

(30 年度) 

学生
（１年生） 

釧 189    189 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

R1.4.12 

（元年度） 

学生 
（1 年生） 

釧 189    189 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

函館主催 

 

H22.2.22 

（21 年度） 

教職員・
学生 

函 9 8 7 0 24 
ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H26.4.4 

（26 年度） 

学生
（１年生） 

函 293    293 
 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 H26.4.8 

（26 年度） 

学生 

（２年生及び

大学院生） 
函 41    41 

H27.4.7 

（27 年度） 

学生
（１年生） 

函 308    308 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H28.4.5 

（28 年度） 

学生
(１年生) 

函 316    316 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H29.4.6 

（29 年度） 

学生 
(１年生) 

函 333    333 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

17



H30.4.5 

（30 年度） 

学生 
(１年生) 

函 291    291 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H31.4.5 

(元年度) 

学生 
(1 年生) 

函 330    330 
ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

岩見沢 

主催 

 

H21.4.17 

（21 年度） 
教職員 岩  44 不明 0  

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H22.3.3 

（21 年度） 
教職員 岩  45 10 0 55 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H22.7.23 

（22 年度） 
教職員 岩  41 17 0 58 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H23.11.18 

（23 年度） 
教職員 岩  31 15 0 46 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H24.8.28 

（24 年度） 
教職員 岩  28 18 0 46 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H25.7.26 

（25 年度） 学生 
（１年生  編

入生） 
岩 

両 日 併 せ

て 180 
   180 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H25.8.2 

（25 年度） 

H26.4.3 

（26 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
岩 180    180 

H27.4.3 

（27 年度） 

学生 
（１年生  編

入生） 
岩 193    193 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H28.4.4 

(28 年度) 

学生 
（１年生  

編入生） 
岩 188    188 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H30.4.5 

(30 年度) 

学生 
（１年生  

編入生） 
岩 189    189 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

H31.4.3 

(元年度) 

学生 
(１年生

編入学生) 
岩 188    188 

ｱﾙｺｰﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ防

止講習会 

全学 

（各校主

催） 

H23.3.22  

 

本学教職

員 

札  46 112 0 158 全キャンパスに

向けた双方向遠

隔システム使用 

 

ﾊﾗｽﾒﾝﾄ防止に関

する研修会 

H23.3.3 旭  74 35 0 109 

H23.2.18 釧  50 25 0 75 

H23.2.28 函  54 15 0 69 

H23.3.2 岩  54 30 0 84 

※全学（各校主催）については，キャンパスごとの受講を原則としたが，受講できない場合につい

ては，双方向遠隔システムにより，他キャンパスでの受講を可とした。 
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２）教育実習・介護等体験実習時におけるハラスメント防止のための指導・啓発 

（令和元年度） 

 

表Ⅴ－２ 各キャンパス教育実習・介護実習時における指導・啓発状況（令和元年度実施状況） 

  対教育実習受入校 対教育実習学生 対介護実習受入施設 対介護実習学生 

札幌 随時 実習事前指導時 未実施 実習事前指導時 

旭川 随時 実習事前指導時 未実施 実習事前指導時 

釧路 随時 実習事前指導時 未実施 実習事前指導時 

函館 随時 実習事前指導時 未実施 実習事前指導時 

岩見沢 随時 実習事前指導時 未実施 実習事前指導時 

 

教育実習におけるハラスメント防止対策等に関する内容は，岩見沢校を除く 4 キャンパスに

おいて，事前指導時や中間指導時に実習生に対しての指導を行っている。受入校・受入施設に

対しての啓発に関しては，「大学は実習をお願いしている立場上，先方にハラスメント防止のた

めの啓発活動を行うことは難しい」という状況があるとも考えられる。 

 

３）各キャンパスにおけるハラスメントの実態（平成 22 年度～令和元年度） 

 

表Ⅴ－３ ハラスメント申し立て件数及び男女別人数（平成 22 年度～令和元年度） 

内容 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 

セクシャル    

ハラスメント 

1 

0 

2 

0 

1 3 

0 0 0 0 
男 0 男 1 男 0 男 0 

女 1 女 1 女 1 女 3 

アカデミック

/パワーハラ

スメント 

3 2 1 3  

0 

 

5 2 5 7 4 

男 1 男 1 男 0 男 0 男 2 男 1 男 1 男 1 男 0 

女 2 女 1 女 1 女 3 女 3 女 1 女 4 女 6 女 4 

セクシャル＋ア

カデミックハラ

スメント 

0 0 0 0 

1 

0 0 0 0 0 
男 0 

女 1 

セクシャル＋パ

ワーハラスメン

ト 

0 0 0 0 0 0 0 

 

1 
0 

1 

男 0 
不明 

女 1 

セクシャル＋    0 0 0 0 1 1 0  0 0 
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アカデミック＋

パワーハラスメ

ント 

不明 

男 0 0 

 

女 1 

その他 

 

0 

 

1  

0 

 

 

0 

 

 

0 

 

1 

0 

 

0 

 

0 

1 

男 0 男 0 男 1 

女 1 女 1 女 0 

ハラスメント申し立て件数及び男女別人数 

※人権相談員等に関する要項第９条第１項第２号に規定する「相談報告書」に報告された件

数及び人数を記載。 

※人権相談員等に関する要項第９条第１項第１号に該当するものは，人権委員会等の記録に

より件数及び人数を記載。 

※年度をまたがるものについては，最初に相談のあった年度に計上。 

 

表Ⅴ－３によると，令和元年度のハラスメントの申し立て件数は，アカハラ/パワハラ

は 4 件で，セクシャル+パワーハラスメント 1 件，その他 1件，合計 7 件で,申し立てのあ

った男女別人数については，男性１，女性 6であった。 

表Ⅴ－４は各キャンパスにおける平成 22 年度から令和元年度までのハラスメント申し

立て件数（累計）である。セクハラ 10 件，アカハラ/パワハラ 29件，セクハラ/アカハラ

２件, セクハラ/パワハラ１件，セクハラ/アカハラ/パワハラ２件，その他７件となってい

る。 

 

 

 

表Ⅴ－４ キャンパス別件数（累計） 

内容   件数（累計） 計 

セクシャルハラスメント 

札幌 1     

 

   7 

旭川 2 

釧路 0 

函館 2 

岩見沢 2 

アカデミック/       

パワーハラスメント 

札幌 6 

32 

旭川 4 

釧路 0 

函館 5 

岩見沢 17 

セクシャル＋アカデミッ

クハラスメント 

札幌 0 

1 

旭川 1 

釧路 0 

函館 0 

岩見沢 0 

セクシャル＋パワーハラ 札幌 1  
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スメント 旭川 0  

2 釧路 0 

函館 1 

岩見沢 0 

セクシャル＋アカデミッ

ク＋パワーハラスメント 

札幌 0 

2 

旭川 2 

釧路 0 

函館 0 

岩見沢 0 

その他 

札幌 1 

3 

旭川 2 

釧路 0 

函館 0 

岩見沢 0 

 

４）人権相談体制のＰＲの強化徹底について 

各キャンパスにおいて，パンフレットの配布，ポスターの掲示，ガイダンス時を利用し

ての説明等 PR を行っている。 

相談内容については，全体では「修学について」が最も多く,続いて「精神的相談」「進

路」の順で件数が多くなっている。 

利用人数では，函館校が 378人と最も多く，次いで札幌校が 21人である。 

相談件数の前年度比をみると，減少したのは旭川校－６件,釧路校－１件,岩見沢校－６

件で，増加したのは札幌校＋３件,函館校＋245 件であり，相談件数総数は，昨年度より 232 

件増加している。 

函館校の相談件数が特に増加した理由としては，平成 29 年度後期より平日 10時から 15

時まで学外相談員を常置し、いつでも気軽に相談できる体制を整えたこと及びそのことを

学生に広く周知したことによると考えられる。相談内容は多岐にわたっており、人権相談

があった場合には、本人の意思を尊重したうえで人権相談員につなぐ役割も行っている。 

 

 

 

表Ⅴ－５ ハラスメントに対する相談体制のＰＲ 

  ハラスメントに対する相談体制のＰＲについて 

札幌 ・新入生ガイダンスで「学生なんでも相談室」のリーフレットの配布・周知。 

旭川 

・ハラスメント等の人権侵害を学生が受けた場合、「学生なんでも相談室」「人権相談員」「学務グループ」

「保健管理センター」が相談を受け、必要に応じて連携する体制を整えた。令和２年度においても引き続

き同様の体制を整える。 
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釧路 

・なんでも相談室の設置。 

・特別な支援を必要とする学生に対する個別対応。 

・保健管理センターでの心理相談・カウンセリング。 

函館 
・新入生オリエンテーションにて学生相談やハラスメント防止に関する資料を配付。 

・校内各所に相談窓口の掲示、大学教育情報システムを通じた広報を行っている。 

岩見

沢 
「学生なんでも相談室」及び「人権相談」の周知（ポスターを作成、掲示。新入生ガイダンスで説明。） 

※令和元年度の取り組みまたは令和２年度の取り組み予定について調査した。 

 

表Ⅴ－６ 「なんでも相談室」利用状況（平成 21 年度～令和元年度） 

  

年

度 
修学 進路 経済 生活 

課外   

活動 

対人   

関係 

精神的相

談 
その他 計 

札幌 

H22 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

H23 22 5 1 0 0 2 0 6 36 

H24 12(0,12) 1(0,1) 0 1(0,1) 0 1(0,1) 2(1,1) 2(2,0) 19 

H25 6(2,4) 2(2,0) 0 0 0 0 0 0 8 

H26 1(1,0) 1(1,0) 0 0 1(0,1) 0 0 2(1,1) 5 

H27 1(0,1) 0 2(2,0) 2(0,1) 0 0 1(1,0) 1(0,1) 7 

H28 0 0 1(0,1) 2(0,2) 0 0 0 1(0,1) 4 

H29 2(0,2) 0 0 0 0 5(0,5) 7(0,7) 4(3,1) 18 

H30 5(4,1) 0 0 3(3,0) 0 10(8,2) 1(0,1) 2(1,1) 21 

R1 1 1 0 13(10,3) 0 4(3,1) 2(1,1) 3(1,2) 24 

旭川 

H22 6(4,2) 1(0,1) 0 0 0 0 0 0 7 

H23 9(6,3) 1(1,0) 0 0 0 0 1(1,0) 0 11 

H24 2(1,1) 0 0 1(0,1) 0 1(0,1) 0 0 4 

H25 0 1(1,0) 0 0 0 0 0 0 1 

H26 8(8,0) 0 0 1(1,0) 2(2,0) 5(4,1) 1(1,0) 1(1,0) 18 

H27 10(9,1) 0 0 0 1(1,0) 10(7,3) 0 1(1,0) 22 

H28 9(8,1) 0 0 0 0 8(6,2) 0 1(1,0) 18 

H29 3(3,0) 0 0 0 0 2(1,1) 1(1,0) 0 6 

H30 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

R1 4(2,2) 0 0 1(0,1) 0 1(0,1) 0 0 6 

 

 

 

 

 

釧路 

H22 12(6,6) 8(3,5) 2(0,2) 18(7,11) 1(1,0) 2(0,2) 4(2,2) 4(2,2) 51 

H23 36(13,22,不明 1) 4(2,2) 9(5,4) 14(6,8) 3(1,2) 0 1(不明 1) 4(2,1,不明1) 71 

H24 50(17,32,不明１） 15(7,8) 0 
21(12,8不

明 1) 
2(1,1) 1(0,1) 0 

8(6,1 不明

1) 
97 

H25 36(22,14) 19(9,10) 0 18(12,6) 3(2,1) 2(1,1) 0 7(1,6) 85 

H26 17(8,9) 6(1,5) 1(0,1) 6(2,4) 4(2,2) 0 0 6(5,1) 40 
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H27 18(11,7) 7(3,4) 0 6(3,3) 0 0 1(0,1) 4(2,2) 36 

H28 7(4,3) 7(4,3) 0 4(1,3) 0 2(0,2) 0 3(2,1) 23 

H29 7(4,3) 2(1,1) 0 4(1,3) 0 1(0,1) 0 0 14 

H30 5(3,2) 2(1,1) 0 4(1,3) 0 2(1,1) 0 0 13 

R1 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ 

函館 

H22 0 0 0 1(0,1) 1(0,1) 0 0 10(0,10) 12 

H23 0 0 0 1(1,0) 1(1,0) 0 0 13(2,11) 15 

H24 1(0,1) 0 0 0 0 0 0 9(1,8) 10 

H25 1(0,1) 0 0 1(1,0) 1(0,1) 2(0,2) 0 7(3,4) 12 

H26 1(0,1) 0 3(2,1) 1(0,1) 3(2,1) 0 0 0 8 

H27 2(0,2) 0 0 6(2,4) 1(0,1) 0 0 1(1,0) 10 

H28 1(1,0) 0 0 1(0,1) 0 2(0,2) 0 1(0,1) 5 

H29 34(20,14) 18(3,15) 4(2,2) 8(3,5) 4(0,4) 32(18,14) 28(20,8) 5(0,5) 133 

H30 176(34,142) 53(20,33) 8(1,7) 8(5,3) 0 27(10,17) 82(49,33) 24(15,9) 378 

R1 164(33,131) 108(42,66) 2(1,1) 15(2,13) 6(5,1) 13(7,6) 99(53,46) 39(14,25) 446 

岩見沢 

H22 4(0,4) 3(0,3) 0 0 0 3(0,3) 1(0,1) 6(2,4) 17 

H23 9 1 0 0 0 0 0 7 17 

H24 5(2,3) 2(1,1) 1(0,1) 2(0,2) 0 0 1(0,1) 10(2,8) 21 

H25 4(4,0) 3(0,3) 0 1(0,1) 1(0,1) 1(1,0) 0 9(9,0) 19 

H26 1(0,1) 2(0,2) 0 1(1,0) 0 3(1,2) 0 8(4,4) 15 

H27 2(0,2) 7(1,6) 0 0 0 5(0,5) 2(0,2) 11(1,10) 27 

H28 17(0,17) 3(0,3) 0 0 0 5(0,5) 3(0,3) 18(0,18) 46 

H29 0 2(1,1) 0 0 0 0 1(0,1) 5(0,5) 8 

H30 2(1,1) 0 0 0 0 0 0 0 2 

R1 0 0 0 0 0 1(0,1) 0 1(0,1) 2 

計 

H22 22 12 2 19 2 5 5 20 87 

H23 76 11 10 15 4 2 2 30 150 

H24 70 18 1 25 2 3 3 29 151 

H25 47 25 0 20 5 5 0 23 125 

H26 28 9 4 9 10 8 1 17 86 

H27 33 14 2 14 2 15 4 18 102 

H28 34 10 1 7 0 17 3 24 96 

H29 46 21 4 12 4 40 37 14 179 

H30 188 55 8 12 0 39 83 26 411 

R1 169 109 2 29 6 19 101 43 478 

記載方法 例）合計人数 6名  男性 2 名，女性 3 名，不明 1名の場合 → 6(2, 3 不明 1) 

※釧路校、令和元年度について大学院生によるなんでも相談員は配置していなかったため、利用実

績なし。また、教職員によるなんでも相談室は設置していたが利用実績を把握していなかったた

め不明。 
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５）「性教育学」「倫理・人権」の開講 

旭川校では「性教育学」（教養科目）を平成 21年度から必修科目として双方向遠隔授業

による全学開講を目指して来たが，全キャンパスにおいて共通した時間帯や教室の確保が

困難で，近年では旭川校限定開講（教養科目・選択科目）であり，平成 28 年度には開講さ

れなかった。 

平成 23 年度から全キャンパスで「倫理・人権」の授業が開講され，そのなかで性の尊

厳に関する講義が行われている。 

 

６）アルコール・ハラスメント，ＤＶ（デートＤＶ）防止について 

 札幌 旭川 釧路 函館 岩見沢 

ア
ル
コ
ー
ル
・
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト 

・アルコール・ハラス

メント防止啓発につ

いて、新入生ガイダン

スでアルコール・ハラ

スメント防止に関す

るチラシ（イッキ飲み

防止連絡協議会作成）

を配布し、飲酒事故防

止とともに説明して

いる。 

・平成２５年度から，

１年生全員を対象に

アルコールに関する

講義とアルコールパ

ッチテストを組み合

わせた講習を実施し，

上級生については各

サークルのリーダー

向け研修会の中で同

様の講習を実施して

いる。 

学内掲示、啓発リー

フレットの配布を

行っている。 

 

・学生支援ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ     

及びｻｰｸﾙ長、研究室

長会議で講習会を

行った。 

・新入生オリエンテーシ

ョンの中で、飲酒事故・

アルコール事故防止講演

会を実施した。 

・新入生に対し、アル

コールハラスメント

講習を実施している。

併せてアルコールパ

ッチテストも実施し

ている。 

・上級生については、

各専攻でアルコール

ハラスメント講習を

実施している。 

 

Ｄ
Ｖ 

デートＤＶについて

啓蒙用のポスターを

掲示するとともに， 

デートＤＶリーフレ

ットを配付し周知し

ている。 

学内掲示、啓発リー

フレットの配布を

行っている。 

 

 

・学内のカウンセラ

ー講演を実施して

いる。 

 

 

 

パンフレットの設置等を

実施している 
 

 

アルコール・ハラスメントについては，講習会を実施，新入生オリエンテーションなど

でも周知徹底を図るとともに，アルコールパッチテストを実施している。また，ＤＶにつ

いては，岩見沢校を除く 4キャンパスにおいて，ポスター，リーフレットの配布，オリエ

ンテーションでの啓蒙が行われている。「倫理・人権」の授業の中では，性暴力，ＤＶ，デ

ートＤＶに関した講義が行われている。 

 

７）まとめと今後の課題 

ハラスメント防止のための研修会については，全キャンパスに向けた双方遠隔システム

を利用して実施された。また，学生を対象としたアルコール・ハラスメント防止講習会も，

各キャンパス主催で実施されている。ハラスメントに対する啓蒙活動は，ポスター掲示，

パンフレット配布，ガイダンスでの説明等適宜実施されている。 
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教育実習・介護等体験実習時におけるハラスメント防止のための指導・啓発については， 

実習を行う学生に対して，事前指導等のガイダンス時に，実際に被害を受けた際にどのよ

うな対応をし，事後にはどのような救済措置があるのか等について指導を行うほか，教壇

に立つ身としてハラスメントについて理解を深める指導を更に行うことが望ましい。ハラ

スメントの申し立て件数に関しては，調査記録のある平成 18 年度より，ほぼ 1～10件の間

で推移している。「何でも相談室」の利用状況については，全体として相談件数が昨年度よ

り 232 件増加し，総件数は 411件と多く，特に悩みを抱えた学生が函館校に多いことがわ

かる。 

平成 25 年度からは，各校でアルコールパッチテストが実施されている。アルコールに

関する講習を受け，さらに学生が自らのアルコール耐性を認識することにより，今後のア

ルコール・ハラスメントへの防止効果が期待できる。 

平成 23 年度から全学での必修科目として「倫理・人権」が開講され，授業では人権や

男女共同参画，ジェンダー，性の尊厳等に関しての講義も行われ，人権に関する知識，理

解は深まってきているが，今後もハラスメントゼロを目指し，その予防ときめ細やかな対

応の実現に向けてさらなる努力が求められる。    

             

 

 

25



参 考 

令和元年度新任女性教員スタート支援経費 

 

 女性教員の積極的な採用方策として実施している「女性研究者を対象とした研究助成」の

一つで、女性研究者を対象とした研究助成を行う。令和元年度は「平成３０年４月２日から令

和元年４月１日までの期間に、採用された女性大学教員」を対象として経費助成を行った。 

 

所属・職名 助 成 額 

釧路校・准教授 188,000 円 

函館校・講師 200,000 円 

 

 

 

 

令和元年度女性教員採用促進経費 

 

 女性教員の積極的な採用方策として実施している「女性研究者を対象とした研究助成」の

一つで、新たに女性教員を採用した部局に教育・研究体制の整備充実を図ることを目的とし

て、各所属部局へ経費の配分を行う。 

 

＜採用の対象期間：H30.10.1～R1.9.30＞ 

配分対象部署 採用者数 助 成 額 

釧路校 １名 200,000 円 

函館校 １名 200,000 円 
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任期 所属 職 氏名
報告書作
成担当

備考

学長が指名す
る理事

理事 黒　﨑　米　造 議長

学長が指名す
る特別補佐

R2.10.1～R3.9.30 釧路校 教授 鎌　田　浩　子

総務部長 総務部 部長 酒　井　 　貢
学務部長 学務部 部長 尾　原　敏　則

R2.4.1～R4.3.31 札幌校 准教授 千　賀　　 愛 採用
H31.4.1～R3.3.31 札幌校 准教授 吉　野　　  巌 ◎カリキュラム

R2.4.1～R4.3.31 旭川校 准教授 小　松  恵美子 ◎育児介護

H31.4.1～R3.3.31 旭川校 准教授 岩　永　啓　司 ◎採用
R2.4.1～R4.3.31 釧路校 教授 関　谷　祐　里 ◎人権

H31.4.1～R3.3.31 釧路校 准教授 土　岐　圭　佑 育児介護
R2.4.1～R4.3.31 函館校 講師 金　　　鉉　善 人権

H31.4.1～R3.3.31 函館校 講師 中　村　直　樹 広報
R2.4.1～R4.3.31 岩見沢校 准教授 服　部　麻　実 カリキュラム

H31.4.1～R3.3.31 岩見沢校 准教授 濱　谷　弘　志 ◎広報

H31.4.1～R3.3.31
附属札幌小
学校

主幹教諭 中　村　珠　世

R2.4.1～R4.3.31 藤女子大学人間生活学科 教授 木　脇　奈智子
◎担当責任者

学長が指名す
る者若干名

北海道教育大学男女共同参画推進会議委員名簿
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【参考】 

育児・介護休業制度等パンフレット（令和元年 12 月作成） 

「北海道教育大学ホームページ＞特色ある取組＞男女共同参画」 掲載中 

（https://www.hokkyodai.ac.jp/distinctive/gender/） 
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